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2018 年 12 月 11 日神奈川県地域労働文化会館において神奈川自治研センター2018 年度定例研究

会が開催され、センター研究講師の勝島行正氏より「世論調査から見た 2018 年政治情勢」をテーマ

にご報告をいただいた。本稿は、その報告内容をもとに、勝島氏が書き下ろしたものである。

報道各社世論調査の概要 

 
報道各社の世論調査 

報道各社は、ほぼ毎月定例で全国世論調査

を実施している。筆者は、2018 年 4 月分から、

各社世論調査の結果を取りまとめ、神奈川自

治研センターのホームページにて「報告」し

ている（時事通信社を除く）。以下、「報告」

に 1～3 月分のデータを補強して、「世論調査

からみた 2018 年政治動向」についてレポート

する。 
各社の世論調査は、ほぼ月 1 回実施されて

いるが、社によっては実施しない月、あるい

は月 2 回実施の場合もある。調査の方法は、

各社とも RDD（Random Digit Dialing）と呼

ばれるコンピュータで任意に作成した電話番

号にかける方式である（時事通信社は訪問調

査）。 
 
【報道各社】朝日新聞（以下朝日）、読売新

聞・NNN*（以下読売）、毎日新聞（以下毎

日）、日経新聞・テレビ東京（以下日経）、産

経新聞・FNN（以下産経）、共同通信（以下共

同）、時事通信、NHK、JNN、ANN である。

＊6 月まで読売新聞、NNN 単独調査。7 月から

読売・NNN 合同調査。 
 

よくある疑問 

 世論調査で、よくある疑問は、「世論調査

の回答数約千人から二千人と聞いているが、

少ないのではないか」ということである。 
 朝日新聞によれば「統計学的には 2 千人の

回答があれば『有権者全体の縮図』として十

分な分析ができる」、としている。（朝日新

聞「いちからわかる 世論調査ってどうやる

の」2018 年 5 月 23 日） 
(参考) 
有効回答数（2018 年 12 月調査）：朝日新聞

1919、読売・NNN 1060、毎日新聞 1017、日

経・TV 東京 990、産経・FNN 1000、共同通信

1035、NHK 1951、JNN 1239、ANN 1892。 
  
2018 年内閣支持率・不支持率の推移 

 

 世論調査の質問項目は、各社で異なるが、

「内閣支持率・不支持率」、「政党支持率」

は、全社が実施している。内閣支持率は、い

わば内閣の「通信簿」であり、支持率が大き 
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く下がると内閣の にか

かわってくるので、その動

向が されている。 
 内閣支持率・不支持率に

ついて 2018 年 1 年 の

をみたのが、 1・2、
図 1 である。 
  

内閣支持率の推移 

 内閣支持率を各社 にみ

ると、例 ば 2018 年 12 月

は 、 朝 日 40 、 読 売

47 、毎日 37 、日経 47 、産経 43.9 、

共同 42.4 、  41.3 、JNN 52.8 、

ANN 40.0%と約 30 から 50 まで大き

な たりがある。月 にみても同 である。

そこで、全社の数 を して内閣支持率・

不支持率の 向をみたのが、 1・2 の下

「 」である。 
これによると、内閣支持率は 2018 年 2 月

49.1 と 1月 49.0 が 1 、2 である。 

１⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉
朝⽇新聞 45 44 31 31 36 38 38 38 41 40 43 40
読売新聞・NNN* 54 54 48 39 42 45 45 50 50 49 53 47
毎⽇新聞 44 45 33 30 31 36 37 37 37 41 37
⽇経新聞・TV東京 55 56 42 43 42 52 45 48 55 48 51 47
FNN・産経 52.6 51.0 45.0 38.3 39.8 44.6 42.1 45.6 49.3 47.3 45.9 43.9
共同通信 49.7 50.8 38.7 37.0 38.9 44.9 43.4 44.2 47.4 46.5 47.3 42.4
NHK 45.7 46.4 43.8 37.7 37.8 37.8 44.1 41.4 42.1 42.3 45.6 41.3
JNN 54.6 50.6 49.1 40.0 40.6 39.0 43.1 43.8 46.2 51.7 52.0 52.8
ANN 40.1 44.3 32.6 29.0 34.1 39.4 38.2 38.8 39.4 39.3 44.3 40.0
平均 49.0 49.1 40.4 36.1 38.0 41.9 41.8 43.7 45.3 44.6 47.0 43.5

１⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉
朝⽇新聞 33 37 48 52 44 45 43 41 38 40 34 41
読売新聞・NNN* 35 36 42 53 47 44 45 40 41 41 36 43
毎⽇新聞 38 32 47 49 48 40 44 41 40 38 40
⽇経新聞・TV東京 37 36 49 51 53 42 47 42 39 42 38 44
FNN・産経 39.2 39.0 43.8 54.1 48.5 45.6 47.3 44.4 41.8 42.3 42.9 43.4
共同通信 36.6 36.9 48.2 52.6 50.3 43.2 41.8 42.4 40.0 38.2 39.5 44.1
NHK 37.0 34.3 38.1 44.5 43.5 43.5 38.8 40.6 38.7 39.8 36.8 37.8
JNN 43.9 46.8 48.9 58.4 57.7 59.1 55.8 54.0 52.0 45.6 47.0 44.3
ANN 42.3 41.7 54.9 55.2 51.1 44.5 45.6 44.6 38.7 40.1 36.4 40.6
平均 38.0 37.7 46.7 52.2 49.2 45.2 45.4 43.6 41.1 41.0 38.7 42.0
*6⽉までは読売新聞単独調査、7⽉から読売新聞とNNNの合同調査。8⽉は毎⽇新聞が調査していない。

表１ 内閣⽀持率

表２ 内閣不⽀持率
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その 、3 月は 40.4 と約 9 ポ ントと大き

く下がり、4 月 36.1 、5 月 38.0 と 40 を 
り だ。4 月、5 月が 2018 年の で下  

1 、2 である。その 、 に がり、10
月にやや下がるものの 11月には 47 まで回

するが、12 月には 43.5 と 下がってい

る。い れも 1、2 月の には回 していな

い。 
 
内閣不支持率の推移 

内閣不支持率は、支持率と しているの

で、支持率が下がれば不支持率は がること

になる。 
内閣支持率と同 に、全社の で 2018 年

の 向を見ると、4 月 52.2 で も く い

で 5 月 49.2 となっている。その 、 に

下がり、11月には 38.7 と 40 を り

だが、12 月に 42.0 と している。 
 
内閣支持・不支持の  

 

 内閣支持・不支持の は、産経を除き調

査している。2018 年 10 月の調査をみると、

がそれ れ異なるが、「支持の 」

は、「 にいない」「これまでの内閣よ

りよさそう」など「 的」な が い。

「不支持の 」1 は、「 が信 で 

きない」「人 が信 できない」などが い。 

（2018 年 10 月世論調査より） 

支持の 1  

朝日「 よりよさそう 49 」 

読売「これまでの内閣よりよい 30 」 

毎日「 によい人や政党がない 44 」 

日経「 定 がある 47 」 

共同「 に な人がいない 41.3 」 

「 の内閣よりよさそうだから 47.1 」 

「 に はない 33.0 」 

「 の内閣より さそうだから 46.0 」 

 

不支持の 1  
朝日「政 の 37 」 
読売「 に信 できない 50 」 
毎日「 さ を していない 47 」 
日経「人 が信 できない 49 」 
共同「 が信 できない 39.7 」 

「人 が信 できない 44.7 」 

「政 に できない 24.2 」 

「 の人 が信 できない

34.2 」 
  
2018 年 支持率の推移 

  
 政党支持率についても内閣支持率・不支持

率同 に、各社ごとに大きな たりがあるの

で、全社 して 1年 の をみたのが 3
図 2 である。 
 政党は、2018 年 5 月に 党が国 党

と の党に分かれたので、自 党（自 ）、

党（ ）、国 党（国 ）、

党（ ）、共産党（共産）、日本 新

の会（ 新）、社 党（社 ）、自 党（自

）、 の党（新 ）の 9 党となってい

る。これに「支持政党なし（支持なし）」 
を てある。 
 

自 党 
 自 は、支持率が も い月が 9 月 40.3%
で、 も い月が 4 月 35.0 となっている。

年 通して 35 ～40 を 持し、 定してい

る。 
党 

 は、自 に 支持率だが、自 に大

きく をあけられている。 も い月が 3 月

11.9 で、 も い月が 9 月 6.5 となってい

る。 
1 月に約 11 あった支持率は 8 月に 7.9 と

2 を り み、9 月まで 下 向が いてい

た。その 10 月から 12 月まで 向が
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いているが、2
には いてい

ない。 
国 党 

 国 は、

党・ の党

を に 5 月に

結党された。

に 党

2 党だが、支持

率は で

い る 。 結 党 時

（5月）の1.1
は、12 月 も わらない。 

党 
 は、年 通して 3
を 持している。 
共産党 

 共産は、年 通して 3
を 持している。 日本

新の会 
 新は、年 通して 1
を 持している。 
社 党 

 社 は、年 0.6 となっている。 
自 党 

 自 は、年 0.3 となっている。 
の党 

 新 は、5 月に「結党」された。12 月ま

での 0.2 となっている。 
支持政党なし 

 「支持政党なし」は、自 と 率であ

る。年 通してほぼ 35 （2 月 34.9 ）と

なっている。 
 

 

 政党支持率は、年 通して自 が 30～40
と い支持率を 持している。 内閣に、

例 ば「 文書 」といった不 事が

きても、自 党の支持率 の は さい。

に下がっても、 党 の支持に結 つか 、

「支持政党なし」 と 行する 向が見られ

た。 
 
 2018 年 年 で な 事があった（

「2018 年 な 事」）。世論調査でテー

マとなった事項について以下の通りである。 
 

・  

 

2018 年 の政治の は、いわ る「

・ 計問 」であり、国 の も く、

マ コ でも 日報 られた。世論調査でも

各月取り られたが、「 とその

１⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉
37.6 38.7 35.1 35.0 35.8 37.7 36.9 39.9 40.3 38.4 39.1 36.8
11.8 11.3 11.9 11.3 11.2 10.1 10.1 7.9 6.5 7.8 8.2 9.0

1.1 0.8 0.8 0.9 1.0 0.9 1.1 1.1
1.2 1.0 1.0 0.8
1.3 1.4 1.7 1.6
3.3 3.4 3.6 3.2 3.8 3.3 3.1 3.2 3.3 3.6 4.1 3.7

共産 3.5 3.2 3.5 3.3 3.6 3.3 3.5 3.2 3.0 3.0 3.3 3.4
新 1.7 2.1 1.5 1.8 1.6 1.5 1.5 1.5 1.2 1.4 1.3 1.6

0.5 0.7 0.7 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 0.7 0.6 0.3 0.6
0.3 0.3 0.3 0.2 0.4 0.1 0.3 0.3 0.3 0.4 0.3 0.4

新 0.4 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1
⽀持 なし 35.1 34.9 36.8 38.8 37.8 37.7 38.4 38.8 39.2 38.7 38.1 38.9

月までは読売新聞単独調査、 月から読売新聞と の合同調査。 月は毎日新聞が調査していない。

表3             2018 ⽀持率平均
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の に しない」が、 に約 70～80
と 率で した。 
しかし、時 の経 とともに 党の も

定 に け まり が てきたこと、

「 朝 問 」や「働き方 」など 法

が 論されるにつれて、「 ・ 計問

以 にも な がある」とする や

党の「国会 」 など の が

党と マ コ などから された1。こうし

たことが、 定効果をあ 、世論調査では、

国会での ・調査の について「 的」

な が てきた。通 国会が した 7 月

以 は、 なテーマではなくなったが、そ

の も調査を されており、その結果も

「 していない」が 率となっている。 
 なお国 の くがこの問 で「 して

いない」ことが分かる。 
（2018 年 5 月世論調査より） 

書 国会 について 
共同「 14.7」「できない 75.5」NHK
「 10.7」「できない 79.0」 
JNN「 7.7」「できない 78.4」 
ANN「 8」「できない 81」 

について 
朝日「 れた 6」「 れない 83」 
読売「 15」「できない 79」 
毎日「 14」「できない 73」 
日経「 16」「できない 74」 
ANN「信 する 14」「しない 76」 
読売「 ・ 計学 、 文書 問 を

して 論す きか「す き 40」「 わ

ない 52」 
産経「 計学 や 問 により く

き 20.0」「そのほかの 問 73.0」 
（2018 年 6 月世論調査より） 

文書 不 について 
朝日「 18」「 できない 66」 
共同「 22.1」「 できない 69.9」、

NHK「大いに 3.9」「ある 度

19.7」「あまり できない 32.4」「全く

                                                  
1 読売社 2018 年 5 月 11 日「疑 の の

みを し、内 の を かにしては、本

の国会の は果た ない」。 

できない 33.6」 
文書 分について 
朝日「 した 12」「 してない

79」、日経「 した 18」「 してない

75」、共同「 した 15.7」「 してな

い 78.5」 
読売「十分 9」「 わない 84」 

大 の 任の取り方について 
読売「 任す き 50」「 ない 40」
JNN「 任す き 54」「 ない 34」
ANN「 任す き 56」「 ない 33」
NHK「大いに 4.2」「ある 度  

  23.0」「あまり できない 27.7」 
  「全く できない 36.4」 

と 計 事 との 会 定について 
朝日「 13」「 できない 75」  
日経「 20」「 できない 70」 
産経「 14.1」「 できない 77.3」
JNN「 13」「 できない 76」 
NHK「大いに 2.1」「ある 度

12.8」「 り できない 33.6」 
   「全く できない 39.2」 
（2018 年 7 月世論調査より） 

の について 
朝日「疑 は れた 8」「 れてない 83」 
読売「 に している 17」「 し 

ていない 77」 
毎日「 している 14」「 していな 

い 75」 
き きの国会 について 

朝日「取り き 50 」「 ない 41」 
日経「取り る き 44」「 ない

50」 
共同「 す き 45.7」「 ない 49.3」 
JNN「 論す き 53」「 論す きでない 

 40」 
ANN「調査す き 57」「 論す きでな

い 36」 
（2018 年 10 月世論調査より） 

計 事 の会見で疑 は れたか 

日経社 2018 年 5 月 11 日「疑 の だけ

に時 を くわけにはいか 、 党は 行し

て の を きだ」。 
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朝日「 れた 6」「 れない 82」 
（ 政 の に しているか）

毎日「 している 13」「 していない 
  71」 
JNN「 できる 11」「 できない 80」 
（ 時国会で き き調査す きか） 
ANN「 う 56」「 わない 33」 

 
正 

  
は、 任 から「 法 正」に

意 を し、 に れて してきた。9月の

「自 党 法 正 を 時国会に

したい」との考 方を した。しかし、

時国会では、自 党の は されなかった。

時国会 には、「 法を 正し、2020 年に

施行したい」とも している。 
これらの については、い れの調査で

も「 」が 数を める 向に 化がない。 
（2018 年 9 月世論調査より） 

自 党の 法 正 の 時国会 すること

について 
朝日「 成 32」「 49」 
読売「 成 36」「 51」 
毎日「 成 20」「 38」 
産経「 成 38.8」「 51.1」 
共同「 成 35.7」「 51.0」 
JNN「 成 26」「 53」 
ANN「 成 42」「 39」 
日経「 す き 24」「 す きでない 

68」「どちらともい ない 3」 
NHK「 す き 17.9」「 す きでない 

32.3」「どちらともい ない 39.5」 
（2018 年 10 月世論調査より） 

自 党の 法 正 の国会 について  
朝日「 成 36」「 42」 
読売「 成 40」「 47」 
産経「 成 42.9」「 48.3」 
共同「 成 36.4」「 48.7」 
NHK「 す き 16.6」「 す きでない

36.3」「どちらともい ない 38.0 」 
JNN「 成 33」「 52」 

会 ・ 日 会 ・

問  

 

6 月 12 日に実施された 朝 会 に す

る国 の は いが、「 化」「日朝

会 」「 問 の 」については、

的 めたものであった。 に、日朝 会

については、月を うごとに「 」な

を める が ていく 向にある。 
（2018 年 6 月世論調査より） 

朝 会 について 
朝日「 する 73」「 しない 19」 
読売「 する 43」「 しない 47」 
日経「 する 55」「 しない 35」 
産経「大いに 5.9」「ある 度 45.1」   
  「あまり しない 35.8」「全く   
   しない 12.2」 
朝 島の 化の実 について 
朝日「 できる 26」「 できない

66」 
読売「 う 24」「 わない 64」 
毎日「 う 15」「 わない 70」 
日経「実 できる 15」「実 できない

76」 
産経「 う 11.0」「 わない 82.5」 
共同「実 する 16.4」「実 しない 77.6」 
ANN「 う 29」「 わない 54」 
NHK「合意できる 8.9」「合意できない

42.9」 
日朝 会 の開催について 
共同「開催す き 81.4」「開催 ない

13.3」 
NHK「大いに 13.5」「ある 度

51.8」「あまり しない 18.6 
   「全く しない 8.8」 
ANN「 する 69」「 しない 24」 
朝日「 67」「 ない 26」 
読売「 51」「 に 45」 
日経「 60」「 ない 33」 
産経「 40.7」「 に 53.9」 
JNN「 30」「 に 61」 

の下で 問 の について 
朝日「 できる 40」「 できない  
   51」 
毎日「 できる 18」「 できない
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66」 
日経「 できる 32」「 できない

60」 
朝 会 で 問 が取り られた

が、 につながるか 
読売「向かうと う 19」「 わない 73」
産経「 できる 34.2」「 できない  
  59.3」 
NHK「つながる 8.9」「つながらない 

42.9」 
（2018 年 9 月世論調査より） 
日朝 会 の開催について 
読売「 に開催 6 月 51 7 月 43 8 月 41」 

「 に 6 月 45 7 月 53 8 月 54」 
日経「 に開催 6 月 60 7 月 49 8 月 

52」 
「 に 6 月 33 7 月 43 8 月 40」

JNN「 に開催 6 月 30 7 月 30 8 月 
33」 

「 に 6 月 61 7 月 62 8 月 60」 
  

方 定 正

ー （ ）  

 
内閣が、通 国会の 法 と

けた「働き方 法 」「参 定数

正法 」「 ジ 法 」の「法 の 」、

「通 国会での成 の 」のい れも 
「 」が「 成」を大きく 回っていた。 
法成 も わらなかった。 

（2018 年 6 月世論調査より） 
「働き方 法 」に 成か か 

毎日「 成 30」「 43」 
NHK「 成 13.5」「 31.9」 

国会で成 す きか 
読売「 成 24」「 58」 
産経「 成 29.0」「 55.8」 
JNN「 成 27」「 47」 

「参 定数 正法 」に 成か か 
朝日「 成 27」「 49」 
毎日「 成 27」「 48」 
日経「 成 32」「 51」 
共同「 成 19.5」「 59.9」 
NHK「 成 9.4」「 33.7」 

国会で成 す きか 
読売「 成 21」「 69」 

 「 ジ 法 」に 成か か 
日経「 成 33」「 53」 
NHK「 成 15.7」「 38.0」 

国会で成 す きか 
朝日「 成 17」「 73 」 
読売「 成 21」「 69」 
産経・FNN「 成 26.9」「 61.5」 
共同「 成 23.7」「 69.0」 
JNN「 成 23」「 59」 
ANN「 成 25」「 63」 
（2018 年 7 月世論調査より） 
働き方 法 
読売「 する 42」「 しない 44」 
共同 法 を「 する 27.8」「 しな

い 60.9」 
NHK 法 を「大いに 5.2」「ある

度 36.4」「あまり しない

31.3」「全く しない 15.7」 
 「参 定数 正法」 
読売「 する 18」「 しない 67」 
毎日「 する 18」「 しない 67」 

 「 ジ 法」 
（ 正 成 ） 
朝日「 国会で成 17」「 ない 76」 
JNN「 国会で成 成 20」「 65」 
NHK「法 に 成 16.1」「 33.7」 

（法 成 ） 
読売「法 を 28」「 しない 62」 
毎日「 20」「 しない 65」 
日経「法 に 成 27」「 60」 
共同「法 に 成 27.6」「 64.8」 

 
地   

 
地 問 について 県 事

をはさ で、8 月から 12 月にかけて調査が

行われている。い れの調査結果も 地

・ に 定的な意見が 数であり、

地 の デ ー 事が した

も 化がない。しかし、政 は 県の

意はもちろ 国 の 意を して 成事実

を み てきた。そうした で、産経の調

査結果（12 月調査）は、 県 の 意が国 
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政の 意よりも されるとの意見が 数と

なったことは、 目される きである。 
（2018 年 8 月世論調査より） 

地 ・ について 
読売「 する 35」「 しない 48」 
産経「 44.0」「県 48.4」 
共同「支持する 40.3」「支持しない 44.3」 
ANN（ 地 めることについて） 

「よいと う 29」「よいと わない 
48」 

（2018 年 9 月世論調査より） 
地 ・ について 

読売「 する 34」「 しない 47」 
朝日「 成 31」「 45」 
毎日「 成 33」「 48」 
NHK「 成 20.8」「 25.4」「どちら 

ともい ない 44.2」 
JNN「 成 30」「 43」 
（2018 年 10 月調査より） 

地 について 
朝日「見 す あり 55」「 ない

30」 
毎日「 成 30」「 45」 
共同「支持する 34.8」「支持しない 54.9」 
NHK「 成 23.1」「 31.7」「どちら

ともい ない 35.9」 
 
ANN（ 事を めることについて）「よい

と う 28」「 わない 51」「分から

ない 21」 
（2018 年 11 月調査より） 

地 （ 事 開）について 
朝日「 35」「 でない 54」 
毎日「 成 35」「 48」 
共同「支持する 37.1」「支持しない 

51.0」 
（2018 年 12 月世論調査より） 

地 （ ）について 
朝日「 成 26」「 60」 
読売「 成 36」「 47」 
毎日「 成 27」「 56」 
共同「支持する 35.3」「支持しない 56.5」 
NHK「 成 22.3」「 30.2」「どちらと

もい ない 39.6」 
ANN「 いと う 32」「 わない 55」 

その  
産経 県と国政の 意どちらが さ

れる きか 
「県 58.3」「国政 34.0」 

 

内閣 の 内閣の  

 
 自 党の に勝 した は、

10 月 2 日に内閣を した。新内閣の と

新内閣に する政 については、 の通り

である。 
内閣 に する国 の は、「 し

ない」が「 する」を大きく 回った。  
新内閣が「取り き 」「

する政 」については、質問内容、項目数、

数・単数回答などに いがあるが、1 と 2
は、同 で「1 社会 」「2 経 」

であった。「 法 正」は、い れも下 で

あった。 参  
（2018 年 10 月世論調査より） 

内閣に する  
朝日「 する 22」「 しない 50」 
読売「 する 38」「 しない 45」 
毎日「 が まった 8」「 わらない 47」

「 できない 37」 
日経「 する 28」「 しない 44」 
産経「 する 24.9」「 しない 58.6」 
共同「 する 31.0」「 しない 45.2」
NHK「大いに 3.5」「ある 度   
   28.6」「あまり しない 36.2」 

「全く しない 19.7」 
JNN「 する 25」「 しない 51」 
 

10  

 

 10 月 10 日、 内閣は 2019 年に 定され

ている「 10 」について閣 定した。

しかし、 き については、「 」

が「 成」を 回っている。また、政 が

の ち みを して している、「

き 」についてはポ ント 、

8　自治研かながわ月報 2019年2月号（No.175）
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ともに「 」が 数となっている。

率については、社によって回答が分か

れている。 

（2018 年 11 月世論調査より） 
「 10 の き 」について 
（ ）内は 10 月調査 
朝日「 成 44」「 50」 
読売「 成 44（43）」「 51（51）」 
毎日「 成 42」「 47」 
日経「 成 46（47）」「 47（46）」 
産経「 成 47.8」「 49.8」 
共同「 成 46.4」「 50.8」 
NHK「 成 32.0」「 34.9」「どちらとも

い ない 27.2」 
JNN「 成 42」「 49」 
ANN「 成 40（41）」「 49（47）」 
「ポ ント 」について 
朝日「 成 34」「 52」 
読売「 成 29」「 62」 
毎日「 成 26」「 60」 
産経「 成 35.3」「 59.7」 
共同「 成 30.3」「 62.1」 

NHK「 成 33.6」「 26.5」「どちらとも

い ない 30.8」 
JNN「 成 31」「 60」 
ANN「 する 23」「 しない 64」 
「 レ ム 」について 
朝日「 成 48」「 43」 
日経「 成 33」「 56」 
産経「 成 48.0」「 45.9」 
「 率」について 
産経「 成 58.7」「 37.4」 
NHK「 成 17.8」「 45.7」「どちらとも 
  い ない 28.6」 
JNN「 する 56」「 しない 34」 
ANN「 する 29」「 しない 61」 
 
日  

  
11 月 14 日の日・ 会 で、1956 年の

日 共同 に いて「日 約 結」

を開 することに合意した。これに

した 問が、以 いている。 
日 約 結 については、11 月、

単 ％

１ 30
の

41
の

48
・年 ・

な の 30.0
年 ・ ・

38.1 27.7
年 ・ な

51 26

２
・経

17 40 43
な

経
16.2

な
経

36.1 経 19.8 44 経 22

３
の

17
・

32 の 31
て

13.3
て

22.3 14.0
て

33
・

11

４ 15 の 30 30 ・ 10.2 19.2
・

11.4
な

25 11

５
・

10 28
・

26 9.6
・

17.7 11.3 23
・
いての 8

６ 5
・

15
・

17
・

8.1
・

14.1 5.8
東⽇ の

19 7

７ 13 9 3.2
・

の信
9.3 12 4

８ の 0 の 1 3.0
との通

9.1 12 の 4

９ 2.1 8.6 12

10
との通

1.8 7.7
な

12

11 9

表   内閣
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12 月ともに「 する」が「 しない」を

回っている。 
「 問 」については、ANN を除き「2 島

行 」とする意見が 数となっている。 
の「見通し」「 」については、11

月、12 月調査ともに産経を除き、 的な見

方が 数となっている。 
（2018 年 11・12 月世論調査より） 

（1）日 約 結 について 
読売「 する 64」「 しない 25」 
日経「 する 67」、「 しない 21」 
産経「 する 64.9」「 しない 27.3」
ANN「支持する 54」「支持しない 25」 
NHK「大いに 10.1」「ある 度 46.8」

「あまり しない 24.2」「全く

しない 8.8」 
JNN「 する 56」「 しない 27」 
（2）「 問 」について  
朝日「 島 25」「2 島 行 き き

51」「2 島 で 11」「 を

めない 6」 
読売「4 島 25」「2 島 行 き き

58」「2 島 で 11」 
日経「4 島 33」「2 島 行 46」「2

島 5」「 を めない 7」 
毎日 2 島 行 について「 成 55」「

27」 
産経「4 島 30.8」「2 島 行 50.0」

「2 島 のみ 7.7」「 を めない

5.7」 
共同「4 島 28.6」「2 島 行 53.2」

「2 島 のみ 7.3」「 を めない

4.2」 
JNN「4 島 30」「2 島 行 49」「2

島 のみ 5」「 ない 6」 
NHK 「4島 38.2」「2島 行 37.9」

「2 島 のみ 9.6「その 0.1」 
ANN「4 島す て 48」「4 島の の 分 13」

「2 島 ならよい 26」 

（3） の見通し・ について 
朝日 合意で 問 の につながる

か「大いに 3」「ある 度 35」
「あまり しない 46」「全く でき

ない 14」 
読売 問 が に向かうか「 う 27」

「 わない 62」となっている。 
日経 に 問 が する

か「 する 19」「 しない 74」 
産経 の に するか 
 「 する 65.0」「 しない 29.8」 

ANN は するか 
 「 う 19」「 わない 67」 

 

（ 正） 

 

 2018 年 10 月 12 日に政 は、「 国人労働

者 け れ 大をはかるために 国 法

を 正する」と した。 

 「 国人労働者 け れ 大」については、 

日経とNHKを除き「 成」が「 」を 回

っている。 
 「 国会での成 」については、 定的意

見が 数となっている。 

（2018 年 11・12 月世論調査より） 
（1） 国人労働者 け れ 大について 
朝日「 成 46 45 （49）」 

「 40 43 （37）」 
読売「 成 46 48 （51）」 

「 39 42 （39）」 
日経「 成 40 41 （54）」 

「 48 47 （37）」 
産経「 成 44.8 48.4 」 

「 43.8 42.5 」 
共同「 成 56.6 51.3 」 

「 35.3 39.5 」 
NHK「 成 27.2」「 29.5」「どちらとも

い ない 35.6」 
JNN「 成 41」「 44」 
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ANN「 成 46」「 36」 
 は 11 月（ ）は 10 月調査 

「 国会での成 」について 
朝日「 する 39」「 しない 48」 
読売「 する 37」「 しない 48」 
毎日「 する 30」「 しない 55」 
産経「 22.4」「こだわる きでなかっ 

た 71.3」 
共同「 する 24.8」「 しない 65.8」 
NHK「大いに する 5.7」「ある 度  
  する 31.9」「あまり しない 33.9」 
  「全く しない 20.4」 
ANN「支持する 49」「支持しない 34」 
 

内閣の支持 持 るの  

 
 2018 年の 内閣の支持率の をみると、

3月 4月に下 向を見 るが、その 回 し

ている。 
内閣支持率の な下 は、2017 年以

く「 ・ 計問 」に て、2018 年 3 月、

4 月に いで きた の「 文書

」、 事 による「セ 」問

、自 の「 日報 」、 の

内閣の「 」「 ン 」に する

国 の である。 
また、 内閣が通 国会、 時国会に

されたいわ る 法 については、い

れも国 の意見は「 」が 数であり、ま

た、十分な を が 数であったにも

わら 、いわ る「強行 」によって成

を図った。 
 の政治 からい ば、これほどの事

が て けに きれば内閣が に い

まれて である。しかし、 内閣は

しないどころか 時支持率が ちても、やが

て回 し、 で「大勝」してしまうのは、

な かについては、 な があると う

が、 の について してみたい。 

（1） の  

その の は、 党の が不 してい

ることである。 内閣の 「 」に

も わら 政党支持率に大きな 化がないこ

とが、これを けている。 
年、 「 の党」が自 党の 勢 

として されたが、その 合

（ 時）の「 除」 をきっかけに

国 の支持を い、 党との合 にも

した。結果として、 党は には

党、 党、 に分 してしま

った。 
、 党は、 党が 、共産党

3 、 と が合 した国 党は 1
度、自 、社 、新 は1 以下の支持率

と している。 
 
（2）自 支持 の支持 

 の 2 は、自 党内にこれにとって

わる ー ーが不 であることである。各社

が、2018 年に り「 自 党 に さわ

しいのは か」と調査してきたが、

の支持は、全体では 氏や 氏

にほぼ でいたが、自 党支持者だけを見

れば、 支持は かった。自 党支持率の

定と合わ て 内閣支持が大きく れな

い である。 
自 党支持者による「 自 党 に さわ

しい人は」 
朝日新聞 2018 年 4 月 16 日 

「 46 （3 月調査は 50 ）、 24 （同

19 ）」 
共同通信 2018 年 4 月 16 日 

「 36.7 、 24.7 、 20.9 、

5.8 、 2.7 、 1.3 」 
読売新聞 2018 年 4 月 23 日 

「 47%、 22 、 16 、 4 、

4 、 1 」 
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（3） 年 の支持 

 さらに 内閣の支持者は、 では 、

年 では 年 で い。 
内閣支持率 年 ・  

読売新聞 2018 年 4 月 2 日 
年 18～39 49 、40～59 41 、60
以 38 。18～39 では、支持が不支持を

回ったが、2 月調査に して下 は 17 ポ

ント。 年 の でも 18～29 では、2 月

には 7 あった支持率が約 5  
読売新聞 2018 年 4 月 23 日 

年 8 月以 、 の支持はおお 5 以

だったが、 回調査では、44 となり 回

から 7 ポ ント 下。 の支持率は、 回

33 、 回 34  
共同通信 2018 年 4 月 16 日 

の 内閣支持率は 29.1 回に して

8.3 ポ ント 。支持が不支持を 回ったのが

年 （30 以下）のみ 
 

朝日新聞の世論調査の 計によると、 
内閣に する 年 の支持が いこと

が分かる。 は、年 を問わ より

い。（ 5「朝日新聞世論調査 計結 
果」） 
 さらにこれを しく分析したのが「 支

持の は 年  テ 情報の

く（ ・ 「 論 」

2018 年 12 月 21 日）」である。 

 「2017 年 2 月時 では、 年 の支持

率は の ー と大きな はなかった。し

かしその 、全体的な内閣支持率が 下す

る ー においても、 年 の支持率

は 定のレ で下 まっている。その結

果として、 に 2018 年以 は 年 の

い内閣支持率が の ー と すること

となった」「30 以下の 年 が 内

閣を支持するようなっているだけでなく、政

権の ン のような の も け

にくい ー である」。 
 さらに、「 デ の 異」に

目し、 るい 会が行った「政治情

報の も な情報 は か」と調査結果を

している。 年 について「テレビ

は、 の ー と わら 情報 としてい

る」こと、「新聞は、 ともに 1 を っ

ている」こと、「 ンター トは、年

ており、同世 と しても約 2 で、

の ー と を している」ことなど

から「情報 の は 定できない」

としている。 
 
 
 

表

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

45 40 24 25 43 31 41 51 40 34 47 34

37 38 24 26 37 42 29 34 32 40 37 42

37 42 32 24 29 38 28 34 39 41 42 27

39 40 27 25 20 32 29 31 35 30 33 39

34 33 16 18 22 28 28 26 30 22 31 27

44 34 30 21 37 38 38 35 43 41 44 37

2018 内閣⽀持率 朝⽇新聞 調査

60～69歳

70歳以上

単 ％

以

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

～

～

～

～

～

12　自治研かながわ月報 2019年2月号（No.175）



 13

2017 年 調査 
（朝日新聞 2017 年 10 月 30 日）  

自 支持 10 46  20 47  30
39  40 34  50 31  60 29  

70 35  
 （共同調査） 例 東京  
自 支持 10 47.2  20 42.1  30

～70 以 20 から 30 60 では自

28.3 （毎日「自 勝た た 者の意

『 権 』 に」2017 年 11 月 1
日） 

 
2018 年  

 

は、2018 年 9 月の自 党

に勝 して、2019 年内に の政権と

なるのはほぼ 実と われる。この 2012
年に で勝 し、政権を 取するや

「 」「地方 」「

」など と「政 」を ち し、各

に勝 してきた。 は に

けないとの「不 神話」すら われている。

2018 年を り っても、 と る「政権

ン 」ともいう き事 を り

、 法 は、国会の 数を みに実

し、内閣支持率は 30～40 を 持してき

た。 
しかし、世論調査結果をみると「 ・

計学 問 」などの 内閣に する国

の「疑 」については、 なお「 し

ていない」が 数。 内閣の 法 と

されていた法 は成 も「 」 数。

地 は、 県 事 も

「 」 数。「 10 」 の き

には「 」 数。「日朝 」「

問 」や「日 約 」など に

する国 の 内閣 の「 」は い。

は、 しているのではなくて「

りされている」に ないのではないか。 

また、 も りが見 、年

には、 が 時 2 を り み、大

会には、 年 りに 年を下回った。内閣

の目 政 も成果を ていないし、新し

いビジ ンも政 も ち されていないど

ころか新たな「統計不正」という ン

が してきた。 みの もほと

ど していない。いわば、政権

ともいう き にある。 
けて 2019 年は、世 の政治・経 は、

定より しろ が される。日本も

わりが 定され、「 成」が 30 年

をもって わる。また、統 地方 、参

と く「 の年」でもある。こ

れらにどう するかが問われているのだ

が、「 成 30 年 」を り り、新たな政

治の り方について ・ の に っ

て考 る時ではないだろうか。 
  

 

2017 年 を に内閣支持率と政党支

持率についてデータを してきた。2018
年 4 月分から、自治研センターのホームペ

ージ の を され、 道世論調査

会のレポート も参考にしつつ、 に取

り る も てきた。い れか年

でまとめたいと考 てきたが、このほどそ

の 会を られた。データの 方法、

分析など 不 により不十分なものとな

ったが、年 を通してみることで日本の政

治の と が少しみ たように う。

自 か てより体調不十分な で、 の

ビ の 会を てくれただけでな

く、データ作成に していただいた

に したい。  

世論調査から見た2018年政治動向　13



月 年 会見で 法 正に意 み る

通 国会開会。会 月 日まで

月 、自 の新人 氏

学 をめ る新文書

ンピ 開   朝 参 合同 ーム結成

自 党が 法 項を 持したう で 正 文を作成する方 を 定

月 国を除く か国

川国 任

は、 学 をめ る 文書 を国会に報告

ー ン大統

川氏 人 問

月 の日報 を

国有地売 をめ り が 学 に 合わ を したと める

計問 で 県が文書作成 める。 書 の「 」

日 会 （ ）

セ 疑 で

朝 会 （ 国 ・ 年 回、通 回目）

月 党と の党合 「国 党」結成

・ 書 が 計学 者らと で 会 める

計学 事 と が 会、との文書を 県が参 に

働き方 法 、 正で合意（ 党・ 新・ ）、 会で

朝 会 （ 朝 ・ 年 回目、通 回目）

事 で 川氏ら 人全 不

月 学 との 地取 での文書 問 で が調査結果と 分を

朝 会 。 化 （ ン ポー ）

大 で 度 の地

計 事 、 との 会は ない

「働き方 法」成

月 文 で 。 の東京 大不正合 見 りに

日本 （ 日本から 道、 地方まで に ）

法（参 定数 ）が成

「統合 ート実施法（ ジ 法）」成

月 東京 大不正 （ ）

県 事 氏

、 者 を し

月 国 党 氏

道 地 （ ）が 。 者 、 道全 電、大 、 化など道 の
に大きな を ぼす が た

会 （ ・ 年 回目・通 回目）

自 党 、 が 。 氏を る

県 事 で 氏 の デ ー氏

月 内閣

計学 事 者会見。 めて との 会 定

県 事 氏と 会 。 問 行 。

国人労働者 け れ 大方 。

を 年に 定通り に き ることを閣 定

時国会開会。会 月 日まで

国大法 （ ）は 時 の日本の で める

月 共 党 数、下 党 数

日 会 、 約 結（ 方 島 問 ） に ることを合意

東京地 日産 ・ ーン会 取 法 で

国 の 。日本政

会計 査 の文書 と しを 法と 定

は 国の 定で合意、 国 会の め す

月 日 会 、 約 について による実 者 で合意

自治体の 道事 権を 化する 道法 正が成

国人労働者 け れ 大はかる 正 法成

県 地 定地に

年度政 閣 定。 で と の

国人労働者 け れ 大に向けた みを閣 定

東京 式 場大 会で日経 年 りに 年下回る

経 定（ ） 効。 か国、域内人 人、国内 産約 。

年 な 事

14　自治研かながわ月報 2019年2月号（No.175）
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2008 年度 正により「 るさと

」が されて、10 年が経 した。2017
年度の るさと の れ は全国で約

3,653 にも っており、 度が され

た 2015 年度以 は年 1,000 で

する 向にある。 方、 年では自治体によ

る の に する も目 つ。

2015 年以 、 から毎年 される

通 も 自治体には効果が見られ 、

政 ・ 党は 2019 年 6 月から を

化する方 を めている。 
トによれば、「 るさと

」は「地方で まれ ち 会に てき

た」人が「 を通 て に できるし

くみ」ができないかという「 い」のもと

されたとされるが、その 度 と の

実 は大きく してしまったようにも見

る。 方で、「 るさと 」には が

する自治体の の問 もある。県内でも

で 100 、川 で 40 が

「 」との新聞報道もある（3（1）で ）。 
こうしたことから本稿では、県内自治体の

「 るさと 」 度の を るため、

として、 調査結果と各自治体の

ト情報を いながら し、

をレポートしていくこととする。 
 

度の概要  

 

（1）自 自治 度 

「 るさと 」 度について、

トは「自分の だ自治体に

（ るさと ）を行った場合に、 の

うち 2,000 を る 分について、

と から として全 が 除される

度」と している。この を図式化した

のが図 である（ 除 については 定の

あり）。 
「 るさと 」という は、あたかも

るさとに する「 」の 度かのような

を るが、 のようにこれは 人の

行 で成り つしくみである。かつ、そ

ー  

 

見  

公 ータ の  

 

  公社 神奈川県地方自治研究センター研究   

 
 図  
適用
下限額
2,000円

所得税の控除額 住民税の控除額（基本分）
（ふるさと納税額－2,000円）

×所得税率
（ふるさと納税額－2,000円）

×住民税率（10％）

住民税の控除額（特例分）

住民税所得割額の2割を限度

控除額控除外

図 1

出所：総務省ウェブサイト「ふるさと納税のしくみ」より

所見・神奈川県内の「ふるさと納税」　15
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の は「自分の まれ だけでなく、

お世話になった自治体や したい自治体 、

どの自治体でも るさと の 」（

ト）となり、 人が任意で

の自治体を できる。いわば 人の自

に く 度となっている。 
 

2 る の  

2008（ 成 20）年度から された「

るさと 」 度の 年度 は全国計で

約 81 4 、 数は全国計で約 5 4 で

あった。これが 2017（ 成 29）年度には、

約 3,653 、 数約 1,730
と、 10 年が経 する で は約 45

、 数は約 320 と 的な を し

ている。 
この の と 数の をみると、

から 5 年 は 向にとどまっていたが、

2013（ 成 25）年 9 月の 大 通 によ

り、 レジ ト ー やコンビ による

事例が された 年の 2014（ 成 26
年）度には、 で 388 5 、 数で

191 3 と 年度 でそれ れ約 2 7 、

約 4 5 の を した。さらに るさと

の 大（2 ）とともに「 ン ト

例 度」が された 2015 年（ 成

27）年度には、 が 1,652 9 （

年度 4 25 ）、 数で 726 （

年度 3 8 ）と が しく 、 ま

で 実な 向にある。 
2017（ 成 29 年）度で 道 県単 の

を見ると、 は、 道（約

365 ）、 県（約 315 ）、

県（約 249 ）、 県（約 226 ）、

大 （約 200 ）の で、5 番目に大

の大 が ン ンしている が目を

く。報道でも 問 でた た が

がるが、2017 年度の「 るさと 」

全国 1 の （大 ）が約 135

の 実 で、 内 の 7 く

を めている。これが結果として大 の

を し ているようである。 
ちなみに同 な大 の神奈川県の場合、

2017 年度の は 73 6 で、全国で

15 番目に する。東京 に しながら

も、全国で 3 分の 1 以内の を

める県内の実 をま 調査数 から して

みる、というのが本稿の いである。 に

ついては で しく取り ていきたい。 
 

（3） る る問  

「 るさと 」 度は、

が 大 時 の 2007（ 成 19）年 5 月に

行った問 に する。 に さ

れた「 るさと 研究会」がまとめた「

るさと 研究会報告書」（2007 年 10
月）を けて、 度 に ったものである。

氏による問 の は「 は 会に

でいても、自分を でくれた『 るさ

と』に、自分の意 でいくらかでも でき

る 度があっても いのではないか」という

ところにあった。 
しかし 年、「 るさと 」 に向け

た自治体 が 化する で、 に す

る 度な を する自治体が し、

その が なわれる にあることは、

2018 年における新聞各 の報道や地方自治

者による問 でも に 目度が ま

っている。 では、2015 年度から自治

体に し に する通 を行い め、

2017 年度には の 合を の 3
以下とする を行うに った。それでもな

お、 が見られない自治体も少なくなく、

政 ・ 党は 2019 年度 党 正大 に

見 し方 を り み（「 るさと ー

しく」2018 年 12 月 21 日 日本経 新

聞）、 するように 2019 年 6 月からの

度見 しを行うことを した。 

16　自治研かながわ月報 2019年2月号（No.175）
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神奈川県内の る  

 
こうした 度見 しの動きに し、神奈川

県内の各自治体における「 るさと 」の

はどのような を しているのか。ここ

からは、各自治体の取り みも取り なが

ら、県内自治体の を していく。 

 

（1）2017 年度の  

神奈川県内自治体に する「 るさと

」の実 は、2017（ 成 29）年度の

が約 73 6 、 数は約 16 で

ある（ ）。このうち、神奈川県が

れた「 るさと 」は約 1 1 で、

のうち も が大きかったのは

川 の 15 3 であった。 いで、

（約 7 6 ）、 （約 6 9 ）、

（約 6 1 ）、 （約 5 1
）が つで、17 番目の まで 1
を る がある。 
に が少ない を見ると、

（約 74 ）、大 （約 86 ）、

川 （約 420 ）、二 （約 550
）、 川 （約 650 ）で、 の自

治体と すれば、 の が う。 
のとおり「 るさと 」とは 者

の自 意 に く であり、自治体ごと

に の が るのは のことであるが、

神奈川県内 での を しても、

と で約 15 の が てい

る 実が見て取れ、もともとの 政 を考

に れたとしても、 とされる自治

体 でこれほどの「 」が ていること

も、 するような の となって

いることが容 に される。 
 

（2） る の 道 

に、各自治体が ト で 開し

ている情報を にしながら、県内 の

について し、その 的な

ものを に取り ていく。 
「 るさと 」の については 県

内どの自治体も、 者が を できる

の ューを ている で、開成 と

は 定できる ューが されていなか

った。開成 は、 トに「いただい

た について、 の である『開

成 （人 を開 し事 を成し さ

る）』をめ したまち くりに します」

との 文を しているが、その 体的

は されていない。 は、 の

トでは に がなく、 する「 るさ

と 」の ト「さと る」の

の下に「 の『 かな を図るた

めのまち くり事 』に います」と を

すにとどまる。ただし、 では 者

氏 を している。 
方、 ューを ている自治体の で

も、政 分 ごとの で する事 を

だけの ューのところと、 体的な実

施事 まで る ューが く けられて

いるところ、 者を めて を けてい

るところなどさま まである。 
政 の で してみると、 で

は「 ポーター 」と される。

は「 を したい 」という 持

ちを く るとしてこの を しており、

2018 年度の ン レ トには 22 の

と 年度の が されている。2017 年

度の と で「 の 定なし」

を除くと、 が も かったのは「社

会 の向 （4,175 ）」、 いで「道

の 全（2,350 ）」、「

動を （2,725 ）、「 を

（1,525 ）」の で 1000 を る

実 の ューが く。 には 者

の共 を やすい の事 が 。 
川 は「川 るさと 」と

所見・神奈川県内の「ふるさと納税」　17
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し、2018 年度では「 全・ 」分 で

2 つ、「 ・ ども支 ・ 」分 で 9
つ、「 ・文化・ ポー 」分 で 8 つ、

「 ・ ・みどり」分 で 6 つ、「

の ・ の 成」分 で 2
つ、「 自治のまち くり」で の を

ューに 、 政全 の「 お任

ュー」がある。これらは分 単 の事

ューのほか、「 少年 学館の

タ ムや 館 の 実」や「日本

の の ・ の 」「

ー ームの 作」といった 体的な事 も

り まれ、 の意 が しやすい

ューも 。 ン レ トには「人

ュー」として、「動 センターの動

の支 」「 見 動 の の

実」が されており、動 をター

トにしたような も施されている。 
は「 らし いさがみはら

」の で、「 」「 て支 」「

」「 」「 働 」「文化・

ポー 」「 」「 」「

くり」「 定」「 」「 」の

12 のコー がある。その で、例 ば「

」には「社会 事 」「 者 事

」「 者 事 」、「 」には

「大 」「 」のようにコー

内の 数の事 の から する ューを

している。このうち「 コー 」に、

「図書館の本の 実に する事 」や「 テ

セー 事 」といった、 な ューが

り まれている。 
け れば「 るさと 」には、県内

自治体の くが独自の を している。お

お 「 るさと 」を さ る ー

ン の 、神奈川県の「かながわ ンタ

」のように独 な もある。 
 本稿では の 合もあり、県内全自治体

の ューを するには らないが、

が目 つ でも、「 者の

い」に かけるような を 意する自

治体も い。こうした ューに する

共 の を ていくことは、「 」本

の意 に する人 の を めることにも

つながっていくは である。 
 の川 と では、 ューご

との は されていないが、 の

的な情報 開も 者の に効果

が できるのではないか。たと ば

は、2017 年 11 月に「 成 28 年度

るさと 報告書」を作成し

ており、2016 年度の 12 の と

の 数 を するとともに、

2017 年度 で と同 の み

てを行い 定する 内容についての

を している。2017 年度は「 るさと

」 の共 を 的に しようとする

勢が れる取り みである。 
 

3 （ ）の県内  
 自治体の な を問 した

では、2017 年 2018 年と 2 年 いて

大 通 により自治体に し、 や地

産 以 の を自 するよう を行い、

が見られない自治体 を してきた。 
県内自治体でも 2018 年 9 月 1 日時 の

トには、「 合 3 の を

している」 体として 4 5 が、「『地場

産 以 』と考 られる の見 し

」で 1 2 が されている。この で、

「地場産 以 」と考 られる ろ を見

ると「 、 レコー ー、体

計」が られていた。ここでは 定の自

治体 を目的としていないため、自治体

は しないが、この自治体が県内ト

の 実 を していることから、

な による効果と取られてもや を な

い があることも さ られる。 
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自治  

 
1  る  

ところで、神奈川県内の「 るさと 」

を取り る には、 して し ない

として、 除 による が

からの を 回る の「 」問

がある。2018 年 12 月 30 日 の朝日新聞に

は「 るさと  地方も『 』」の見

し 事が さているが、そこに された

「 るさと の ・ ン ン 」の

で、 が「 102 3 千 」とト

に、川 が「 41 9 千 」と 4
に ン ン された。また、 のみの ン

ン では、 が「 4,852 」で 5
に ン ンしている。 
こうした「 るさと 」に う 地の

自治体の 人 分は、 政

に される（ 2018：8 9）ことから、

地方 の 体にあっては

の 75 が補 される があるも

のの、神奈川県内では約 分の に する

5 4 が 2018 年度 通 の不

体となっており、 の川 と も

度の を けられない自治体である。 
 

2 報の  

また、 な 問 に 、 デ

の 目度は いため、「 るさと 」

のための 告経 として が 者

と支 われていることについてはあまり ら

れていない。 が 2018 年度に実施した

「 るさと 調査」の で、2017 年

度 の「 に う についての調

査」があり、そこでは「 の調 にかか

る 」「 の にかかる 」「

報にかかる 」「 にかかる 」

「事 にかかる 」「その 」の 6 項目

について回答を めている。 
このうち、県内 の「 報にかかる

」を見ると、 が約 2,100 と も

く、 いで が約 630 、

（約 360 ）、 （336 ）、

（260 ）、 （約 198
）、 勢 （約 195 ）と 200
以 の経 を している自治体もある。 

これを 効果という で見ると、

2017 年度の は 6 を る を

け れており、2,100 という は

しも とは い れない がある。ま

た、200 の 報 を た 勢

や で、それ れ約 1 7 、約 4 3
という となっており、

からの そのほと どを める を見

ても「 るさと 」の「 からの」

に して、 報が な を めている

実が見て取れる。 
が 約 4 9 の 8 以 、

（ 約 1 8 ）や （約 2 6
）も 9 以 が からの という

にあり（ ）、 定 度の は考

られなくもない。しかし、 の約 2 2
の に し からの は約 1

という もあり、これは の数 に

は による の があったとされる。

また、 内容 が大きく している

も めないため、 な分析まで らな

いこの では、 を するに める。 
ただし 調査結果では、各自治体が 体

ごとに た まで らかにはなっていな

いが、「 るさと 」による は、

大 が 事 者の するポータ ト

を して行われており、こうした ト の

告 を すれば 、その もかさ

でいくということになる。その では「

るさと を の に している取 」

の で、 が「有 告の実施」と

所見・神奈川県内の「ふるさと納税」　19
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回答しているが、これは新聞 告や

を したもののようである。 
 
3 の  

て、 トの に しては、そ

れに う 数 を自治体が支 っている実情

もある。これまであまり 目されてこなかっ

たが、2018 年 12 月 25 日 読売新聞 で

は、全国の 5 が るさと の

トを開 した ュー が報 られており、

その では、 トには 数 が支 わ

れている実 とともに、 トを す

る （大 ）の 者による「

の約 1 が、行政 ービ の 実という

本 の に回っていない」「 者に

を いす ている自治体は くある」とい

った が されている。 
こうした は県内自治体にも てはまるの

か。 調査の「 」（2017 年度）

で、 からの 合が 100 とな

った 、 勢 、 において「

にかかる 」の める 合を してみる

と、 で約 1 03 （245 2 3 ）、

勢 で約 0 95 （165 1 7 ）、

で約 1 03 （438 4 2 ）とな

り、この数 には問 の は まれてい

ないようである。「 報にかかる 」を め

ても1 に たない が らかとなった。 
「 るさと 調査」では、

トに支 われる 数 がどの項目に

まれているのかが らかでないこともあり、

の 者が す見 をデータとして

するには不十分である。ちなみに「 報

にかかる 」が で「 にかかる

」に がある県内 6 をみると、

（約 58 ）、 （約 156
）、 （約 3 ）、大 （約 3
）、大 （約 1 千 ）、 川 （90
）と なばらつきがある。 

「 るさと 」に わる自治体の

や 者 の支 い が、 で不

な は、 、 化・ 化さ て

いく があるのではないだろうか。 
 

 

 

 1 2019 年度 定 る  

2019 年 2 月 8 日に閣 定された地方

法 では「 るさと 」 の調

が「 の 30 以下の地場産 」に

されることになった。この を らな

い自治体は 度 から されることになる。 

ただし、この 度 正は 行「 るさと

」の本質的な には いと

るを ない もある。国が「 るさと

」を通 た 者からの 調

を自治体に し、 者は「 的」な

で を行うという 本体に 化をもた

らすものでもなく、いわば ともい る。

また「大 の 地を大きく した で自

治体を する『 定』が自治に するとの

もある（ ：2019）。 

方、 の 定や ューの

も め、 めて に られた を「

を とする」ほどの「 による

」 と していった自治体に し、

会ないし有権者による が働かないという

では、地方自治は だ成 の域に られ

ない が っている。 

自治体が地域の に になるのは

のことである。 は、自治体ではな

く、この 度において自治体 を るよ

うな の「支 」を した 事 者も

の に れる きではないだろうか。

度を 計した の 任は、 度の とも

う き事 を回 するために、 定の を

かけることにも するは である。 
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回答しているが、これは新聞 告や

を したもののようである。 
 
3 の  
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れに う 数 を自治体が支 っている実情

もある。これまであまり 目されてこなかっ

たが、2018 年 12 月 25 日 読売新聞 で

は、全国の 5 が るさと の
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2 の  

のように、本稿では県内自治体におけ

る「 るさと 」の ューを調査し、 

な ン を する自治体も少な

くないことを した。 な よりも、

自らの がどのように されるのかを

する人 の に る ューを し、

これを 的に ピー していくことが人

の 行 に する共 を めていくことに

もつながるであろう。 

 を れば、 が な自治

体に する人 の の は、 定 定

動法人や社会 法人など、 的な

動を行う 体に しての 行動を

している も めない。つまり、本 は

的な 体に できる人 が、

という見 りを して自治体 の を

さ ることにより、 体に する

行 を する も内 しているので

ある。こうした も考 すれば、自治体が

を れる きは、 による よりも

を する施 ・事 に する共 では

ないだろうか。それが「 」という 度を

した意 のは である。 

なお、二 では「 き 見回り作 」を

の ン に たとの報道もあ

る（2019 年 1 月 8 日 神奈川新聞）。こう

した の が「 るさと 」 の

に く となるかもしれない。 

 

3 自治 の自 る  

に、「 るさと 」に う

除が県内自治体にもたらしている 人

の 問 に しておきたい。 

そもそも、 人 には 共的 を地

域 が分任する「 分任」の考 方があ

る。 方で、大 における が本

地の自治体に める き地方 の を

とし、「 るさと」の自治体に を

さ る国の「 るさと 」 度は、 行の

地方 度を補 するかのような意 が

あることも らかになっている。 

本稿では、新聞報道をもとに や川

に される大 自治体の「 」問

に したが、同 の 定方法を取れば、

でも約 7 2 の が している。 

からの「 るさと 」

が少なく、地方 不 の自治体が不

を る の テムは、こうした自治体の

者に し 以 の を めることに

もなりか ない。「 るさと 」 度が持

つ、いわば自治体 の「 調 」的な

が 者の意向により されるという 実

については、自治体にしろ、 にしろ、

者に し な を行う きではない

だろうか。 者が「 るさと 」の

にのみ を持ち、 ト 売の ン

で を するかのような行動で、

的な地域問 でわが に の がかかるよ

うな は も ていないは である。 

 「 が い自治体は 者の 合が

い」という報道（日本経 新聞 2018 年

10 月 13 日）も にかかる。かつて 川 が

した による 動 体 の 成 を

者が 「 支 度」では、 の

意 の効 も効果の つとして され

ていた。 率 10 の き が 定

される 、 行 を通 て の を

めるという も ではないだろうか。 
以 、 回このテーマ取り る はさら

に み だ分析を行うこととして、本稿は

め りとする。 
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資料

受け入れた寄
附金額

他市町村から
の寄附金額

寄付金総
額に対する
他市町村
からの寄
付金が占
める割合

返礼品の調達に
係る費用

寄付金総
額に対す
る返戻金
品費用が
占める割
合

合計

寄付金総
額に占める
募集や受
入費用総
額が占める
割合

A B B/A C C/A D D/A

神奈川県 114,310,784 51,574,218 45.1% 18,348,294 16.1% 22,452,448 19.6%

横浜市 150,335,056 47,621,115 31.7% 947,740 0.6% 1,426,864 0.9%

川崎市 50,811,027 23,676,647 46.6% 0.0% 246,000 0.5%

相模原市 223,749,984 27,797,000 12.4% 9,340,000 4.2% 14,430,845 6.4%

横須賀市 48,932,500 41,089,500 84.0% 11,669,323 23.8% 25,276,852 51.7%

平塚市 21,001,000 20,966,000 99.8% 7,512,678 35.8% 13,985,199 66.6%

鎌倉市 260,442,929 236,731,101 90.9% 76,168,200 29.2% 109,846,230 42.2%

藤沢市 84,114,400 30,384,400 36.1% 6,303,852 7.5% 10,526,760 12.5%

小田原市 764,218,000 746,003,000 97.6% 347,655,567 45.5% 412,745,042 54.0%

茅ヶ崎市 80,503,044 35,787,200 44.5% 11,540,340 14.3% 17,216,931 21.4%

逗子市 69,969,052 69,410,955 99.2% 21,219,514 30.3% 32,088,525 45.9%

三浦市 179,136,000 177,506,000 99.1% 60,412,000 33.7% 67,213,545 37.5%

秦野市 237,901,428 237,901,428 100.0% 121,572,983 51.1% 135,086,906 56.8%

厚木市 201,174,412 197,099,412 98.0% 70,518,678 35.1% 104,553,340 52.0%

大和市 862,150 420,000 48.7% 0.0% 0.0%

伊勢原市 174,615,502 174,565,276 100.0% 74,151,116 42.5% 132,580,030 75.9%

海老名市 152,272,000 132,854,000 87.2% 53,834,882 35.4% 74,589,843 49.0%

座間市 747,000 520,000 69.6% 0.0% 0.0%

南足柄市 367,090,542 360,886,000 98.3% 156,374,675 42.6% 200,507,354 54.6%

綾瀬市 426,733,100 426,733,100 100.0% 128,168,381 30.0% 210,452,552 49.3%

葉山町 19,602,000 16,602,000 84.7% 1,338,696 6.8% 4,280,940 21.8%

寒川町 1,532,799,001 0.0% 754,870,040 49.2% 969,895,011 63.3%

大磯町 10,031,000 3,871,000 38.6% 196,000 2.0% 353,060 3.5%

二宮町 5,530,000 5,260,000 95.1% 1,060,500 19.2% 2,151,498 38.9%

中井町 43,416,000 43,416,000 100.0% 19,530,649 45.0% 29,533,773 68.0%

大井町 77,680,000 77,680,000 100.0% 36,710,438 47.3% 50,431,332 64.9%

松田町 102,870,000 102,760,000 99.9% 36,094,729 35.1% 54,348,028 52.8%

山北町 688,477,460 688,477,460 100.0% 341,850,482 49.7% 435,447,982 63.2%

開成町 134,014,000 134,014,000 100.0% 45,735,118 34.1% 68,729,756 51.3%

箱根町 606,832,866 459,185,865 75.7% 182,049,860 30.0% 253,957,718 41.8%

真鶴町 9,421,000 9,421,000 100.0% 3,389,979 36.0% 4,609,644 48.9%

湯河原町 509,353,591 501,964,000 98.5% 1,607,210 0.3% 195,490,191 38.4%

愛川町 6,540,000 6,540,000 100.0% 2,097,908 32.1% 3,302,539 50.5%

清川村 4,240,000 4,240,000 100.0% 1,211,074 28.6% 2,101,244 49.6%

計 7,359,726,828 5,092,957,677 2,603,480,906 3,659,857,982

神奈川県内の「ふるさと納税」受入額と返礼品調達・募集等の費用

平成29年度に受け入れた寄附金 ふるさと納税募集や受入等に伴う費用

（平成29年度実績）

※出所：総務省「ふるさと納税現況調査（平成30年度）」をもとに神奈川県地方自治研究センター作成
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